


確

認

確

認

継
続
協
議

第
７
回
合
併
協
議
会
が
平
成
１６
年
８
月
２
日

（
月
）比
内
町
役
場
２
階
大
会
議
室
で
開
催
さ
れ
、

協
議
の
結
果
、協
議
案
件
１３
件
の
内
、「
地
方
税
の

取
扱
い
」
な
ど
９
件
が
確
認
さ
れ
、「
使
用
料
、手

数
料
等
の
取
扱
い
」
な
ど
４
件
が
継
続
協
議
と
な

り
ま
し
た
。

議
会
の
議
員
の
定
数
及
び
任
期
の
取
扱
い
に
つ
い
て

本
案
件
の
う
ち
、
継
続
協
議
と
な
っ
て
い
た
合
併
後

最
初
（
平
成
１９
年
４
月
）
の
一
般
選
挙
時
の
取
扱
い
に

つ
い
て
、
協
議
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

本
案
件
は
、
前
回
の
協
議
会
で
比
内
町
議
会
議
長
・

渡
辺
委
員
か
ら
表
明
さ
れ
て
い
た
比
内
町
議
会
の
「
定

数
特
例
の
適
用
は
不
要
で
あ
る
」
と
の
意
向
を
受
け
て
、

大
館
市
、
田
代
町
が
各
議
会
へ
持
ち
帰
っ
て
協
議
を
し

て
い
た
も
の
で
す
。

そ
の
結
果
、
両
市
町
と
も
定
数
特
例
は
不
要
と
い
う

こ
と
で
一
致
し
、
合
併
後
最
初
（
平
成
１９
年
４
月
）
の

一
般
選
挙
時
は
定
数
特
例
は
適
用
し
な
い
と
す
る
こ
と

で
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

地
方
税
の
取
扱
い
に
つ
い
て

地
方
税
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
事
務
局
に
よ
る
原

案
説
明
の
後
、
特
に
異
議
も
な
く
、
別
表
の
と
お
り
確

認
さ
れ
ま
し
た
。

使
用
料
、手
数
料
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て

使
用
料
、
手
数
料
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
各
委

員
か
ら
保
育
料
の
取
扱
い
に
つ
い
て
焦
点
が
当
て
ら
れ
、

活
発
な
意
見
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

比
内
町
、
田
代
町
の
委
員
か
ら
は
、
「
１
市
２
町
間

で
保
育
料
の
差
が
大
き
い
。
値
上
げ
す
る
こ
と
に
対
し

て
は
、
若
い
夫
婦
に
大
き
な
抵
抗
感
が
あ
る
の
で
は
な

い
か
。」「
少
子
化
対
策
と
い
う
こ
と
も
考
慮
し
、
１
人

目
の
子
供
を
生
ん
だ
と
き
、
２
人
目
の
子
供
に
挑
戦
し

て
み
よ
う
か
と
、
そ
う
い
う
考
え
を
持
っ
て
も
ら
え
る

よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
は
な
い
か
。」
と

い
っ
た
意
見
が
相
次
ぎ
ま
し
た
。

ま
た
大
館
市
の
委
員
か
ら
は
、
「
負
担
額
を
あ
ま
り

低
く
す
る
と
財
源
を

確
保
で
き
な
く
な
り
、

財
政
的
に
厳
し
く
な

る
」「
同
じ
大
館
市
と

し
て
ス
タ
ー
ト
す
る

の
だ
か
ら
、
不
均
一

期
間
を
あ
ま
り
長
く

せ
ず
、
早
期
に
、
同

条
件
で
同
負
担
を
し
、

同
水
準
の
サ
ー
ビ
ス

を
受
け
る
べ
き
で
は

第７回協議会（８／２）での協議結果

■議会の議員の定数及び任期の取扱い
（前回からの継続協議）

次のとおり確認されました。
１．比内町及び田代町の議会の議員は、市町村の

合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６
号）第７条第１項第２号の規定を適用し、大
館市の議会の議員の残任期間、引き続き合併
後の大館市の議会の議員として在任するもの
とする。

２．合併後の在任期間中の議員の報酬は、現行の
１市２町のそれぞれの額を適用する。

３．合併後最初の一般選挙時（平成１９年４月）の
定数の取扱いについては、定数特例を適用し
ない。

■地方税の取扱いについて
次のとおり確認されました。
１．個人住民税については、税率は現行のとおり

とし、納期は大館市の納期に統一する。
２．法人住民税については、税率は大館市の税率

に統一する。ただし、合併前の大館市に事務
所又は事業所を有しない法人については、平
成１９年度まで標準税率を適用する。

３．固定資産税については、税率は現行のとおり
とし、納期は大館市の納期に統一する。

４．軽自動車税については、税率は現行のとおり
とし、納期は大館市の納期に統一する。

５．市町村たばこ税については、現行のとおりと
する。

６．特別土地保有税については、現行のとおりと
する。

７．入湯税については、現行のとおりとする。
８．都市計画税については、課税対象区域を大館

市及び比内町の都市計画区域内の用途地域と
し、税率は現行の大館市の税率を適用する。
ただし、比内町については、平成１９年度まで
課税しないものとする。

■使用料、手数料等の取扱いについて
次のとおり提案されましたが、次回への継続協議
となりました。
１．各市町で差異のない使用料及び手数料につい

ては、現行のとおりとする。
２．各市町で差異のある各種施設の使用料につい

ては、施設の内容及び建設年度が異なること
等から、当分の間、原則として現行のとおり
とする。その他の使用料については、原則と
して統一に向け調整を図るものとする。

３．各市町で差異のある手数料については、住民
負担に配慮しつつ、負担の公平の原則により

�大館市・比内町・田代町合併協議会だより／2004.9.1

協議内容



継
続
協
議

継
続
協
議

確

認

確

認

な
い
か
。」
と
い
っ
た
意
見
が
出
さ
れ
、次
回
へ
の
継
続

協
議
と
な
り
ま
し
た
。

補
助
金
、交
付
金
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て

補
助
金
、
交
付
金
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
各
委

員
か
ら
「
１
市
２
町
が
合
併
す
れ
ば
、
そ
れ
ぞ
れ
の
町

に
あ
っ
た
団
体
も
１
つ
に
統
合
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、

地
域
が
一
様
に
活
性
化
す
る
に
は
、
一
気
に
大
幅
な
削

減
の
な
い
よ
う
に
配
慮
し
て
い
た
だ
き
た
い
。」「
補
助

金
を
交
付
す
る
団
体
を
ど
の
よ
う
に
決
め
る
の
か
。」

「
合
併
前
の
現
時
点
で
、
合
併
す
れ
ば
こ
の
団
体
に
は

補
助
金
が
交
付
さ
れ
る
、
こ
の
団
体
に
は
交
付
さ
れ
な

い
と
い
う
約
束
が
で
き
る
の
か
。」
な
ど
活
発
な
意
見
、

質
疑
等
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
結
果
、
地
域
住
民
の
納
得
が
得
ら
れ
る
よ
う
に

基
本
的
な
考
え
方
を
再
度
、
整
理
す
る
た
め
、
継
続
協

議
と
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

町
名
・
字
名
の
取
扱
い
に
つ
い
て

比
内
町
、
田
代
町
の
考
え
を
考
慮
し
て
ま
と
め
ら
れ

た
原
案
に
基
づ
い
て
、
新
市
の
町
名
・
字
名
に
つ
い
て

具
体
例
が
紹
介
さ
れ
ま
し
た
。
大
館
市
は
こ
れ
ま
で
ど

お
り
で
あ
り
変
更
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
比
内
町

は
、
例
え
ば
「
比
内
町

扇
田
字
上
中
島
○
番

地
」
が
、合
併
後
は
「
大

館
市
比
内
町
扇
田
字
上

中
島
○
番
地
」
と
な
り
、

田
代
町
は
、例
え
ば「
田

代
町
早
口
字
深
沢
岱
○

番
地
」
が
「
大
館
市
田

代
字
深
沢
岱
○
番
地
」

に
変
更
さ
れ
る
案
で
す
。

こ
れ
に
つ
い
て
委
員
か
ら
、「
原
案
で
は
、比
内
町
の
大

字
に
は
『
比
内
町
』
と
い
う
字
句
が
含
ま
れ
て
い
る
が
、

田
代
町
の
大
字
は
『
田
代
』
で
あ
り
『
町
』
が
含
ま
れ

て
い
な
い
。
変
則
的
で
あ
る
の
で
『
町
』
を
付
け
た
ほ

う
が
よ
い
の
で
は
な
い
か
。」
等
の
意
見
が
出
さ
れ
、次

回
へ
の
継
続
協
議
と
な
り
ま
し
た
。

慣
行
の
取
扱
い
に
つ
い
て

新
市
の
「
市
章
」、「
木
」、「
花
」、「
鳥
」、「
歌
」
等

の
慣
行
は
、
合
併
時
に
大
館
市
の
制
度
に
統
一
す
る
こ

と
で
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

国
民
健
康
保
険
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

国
民
健
康
保
険
事
業
に
つ
い
て
は
、
課
税
賦
課
方
式

に
つ
い
て
質
問
が
出
た
他
は
異
議
も
出
ず
、
原
案
ど
お

り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

合併時に統一する。

■補助金、交付金等の取扱いについて
次のとおり提案されましたが、次回への継続協議
となりました。
補助金、交付金等の取扱いについては、従来か

らの経緯や実情に配慮し、公共的必要性、有効性、
公平性の観点から、次の方針を基本に調整する。
１．各市町同一または同種の補助金、交付金等に

ついては、関係団体等の理解と協力を得て、
統一の方向で調整する。

２．各市町独自の補助金、交付金等については、
制度の経緯や地域事情、従来からの実績を踏
まえ、市域全体の均衡を保つよう調整する。

■町名、字名の取扱いについて
次のとおり提案されましたが、次回への継続協議
となりました。
１．大館市の区域内の町（字）の区域および名称は、

現行のとおりとする。
２．比内町の区域内の町（字）の区域は現行のとお

りとし、名称は、現行の大字の前に 「比内町」
の名称を付ける。

３．田代町の区域内の町（字）の区域は現行のとお
りとし、名称は、大字を「田代」として、現
行の大字の名称を付けない。なお、現行の大
字を「田代」とすることにより、小字名称が
同一となる場合等については、現行の小字の
前に現行の大字の名称を付けることを基本
に調整する。

■慣行の取扱いについて
次のとおり確認されました。
慣行の取扱いについては、合併時に大館市の制

度に統一する。

■国民健康保険事業の取扱いについて
次のとおり確認されました。
１．国民健康保険事業については、合併時に再編

する。
２．大館市で実施している各種検診の助成につい

ては、国民健康保険事業として実施する。そ
の他の検診については、保健事業として実施
するよう調整を図る。

３．国民健康保険事業基金については、合併時に
大館市に引き継ぐ。

４．出産、葬祭に関する給付については、現行の
とおりとする。

５．国民健康保険運営協議会については、合併時
に大館市の制度に統合する。

６．国民健康保険健康優良家庭表彰については、
合併時まで調整する。

協議内容
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確

認

確

認

確

認

確

認

確

認

男
女
共
同
参
画
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

合
併
時
に
大
館
市
の
制
度
に
統
一
す
る
と
い
う
こ
と

で
、
異
議
も
出
ず
、
原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

国
際
交
流
事
業
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て

国
際
交
流
研
修
に
対
す
る
助
成
に
つ
い
て
は
、
大
館

市
の
助
成
制
度
と
は
別
に
、
比
内
町
の
比
内
中
学
校
国

連
本
部
視
察
研
修
や
田
代
町
の
中
学
高
校
生
海
外
研
修

事
業
、
広
域
市
町
村
圏
組
合
で
実
施
し
て
い
る
中
学
生

海
外
研
修
が
あ
り
ま
す
が
、
事
業
内
容
の
調
整
を
図
り
、

合
併
時
に
統
一
す
る
こ
と
で
、
原
案
ど
お
り
確
認
さ
れ

ま
し
た
。

ま
た
、
田
代
町
の
鹿
児
島
県
南
種
子
町
と
の
姉
妹
友

好
都
市
交
流
は
、
原
則
と
し
て
大
館
市
が
引
き
継
ぐ
と

い
う
こ
と
で
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

広
報
広
聴
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

広
報
事
業
に
つ
い
て
は
、
合
併
時
に
大
館
市
で
実
施

し
て
い
る
広
報
の
月
２
回
の
発
行
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

広
報
、
声
の
広
報
、
点
字
広
報
な
ど
、
大
館
市
の
制
度

に
統
一
す
る
こ
と

で
確
認
さ
れ
ま
し

た
。ま

た
、
広
聴
事

業
に
つ
い
て
も
、

合
併
時
に
大
館
市

で
実
施
し
て
い
る

Ｈ
Ｏ
Ｔ
函
、
ｅ
―

Ｈ
Ｏ
Ｔ
函
、
市
長

と
語
る
会
、
ふ
る

さ
と
探
検
号
な
ど
、

大
館
市
の
制
度
に

統
一
す
る
こ
と
で
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

委
員
か
ら
は
、
こ
れ
ま
で
視
覚
障
害
者
、
聴
覚
障
害

者
用
の
広
報
が
発
行
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
比
内
町
で
も
、

合
併
後
は
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
る
た
め
、
大
い
に
歓

迎
し
た
い
と
の
意
見
が
述
べ
ら
れ
ま
し
た
。

納
税
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

納
税
関
係
事
業
に
つ
い
て
は
、
前
納
報
奨
金
の
廃
止

に
つ
い
て
意
見
が
出
さ
れ
た
も
の
の
、
原
案
ど
お
り
確

認
さ
れ
ま
し
た
。

生
活
保
護
事
業
の
取
扱
い
に
つ
い
て

現
在
、
秋
田
県
北
鹿
福
祉
事
務
所
が
実
施
し
て
い
る

比
内
町
と
田
代
町
分
の
生
活
保
護
事
業
は
大
館
市
が
引

き
継
ぎ
、
合
併
時
に
大
館
市
の
制
度
に
統
一
す
る
こ
と

で
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

７．国民健康保険税については、算定方式は合併
時に３方式に統一する。
税率は平成１９年度まで不均一課税とし、平成
２０年度に統一する。
納期は、合併時に大館市の納期に統一する。

８．高額療養費貸付については、合併時に大館市
の制度に統一する。

９．国保出産費資金貸付については、合併時に大
館市の制度に統一する。

■男女共同参画事業の取扱いについて
次のとおり確認されました。
男女共同参画事業については、合併時に大館市

の制度に統一する。

■国際交流事業等の取扱いについて
次のとおり確認されました。
１．国際交流研修に対する助成については、事業

内容等の調整を図り、合併時に統一する。
２．田代町の姉妹友好都市交流については、相手

町の意向を確認し、原則として大館市に引き
継ぐ。

３．外国籍住民に対する支援事業については、合
併時に大館市の制度に統一する。

■広報広聴関係事業の取扱いについて
次のとおり確認されました。
広報、広聴関係事業については、合併時に大館

市の制度に統一する。

■納税関係事業の取扱いについて
次のとおり確認されました。
１．納税貯蓄組合（田代町は納税組合）について

は、合併時に大館市に統合する。
２．納税貯蓄組合長（田代町は納税組合長）の報

酬額については、合併時に大館市の額に統一
する。

３．納税貯蓄組合連合会については、合併時に大
館市に統合する。

４．納税貯蓄組合事務費等補助金（比内町、田代
町は納税報奨金）については、合併時に大館
市の制度に統一する。

５．前納報奨金（比内町、田代町）については、
合併時に廃止する。

６．口座振替については、合併時に大館市の制度
に統一する。

■生活保護事業の取扱いについて
次のとおり確認されました。
生活保護事業については、合併時に大館市の制

度に統一する。（比内町、田代町分は合併時に県
から引き継ぐ。）
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協議内容



継
続
協
議

新
市
建
設
計
画
（
素
案
）
に
つ
い
て

新
市
建
設
計
画
と
は
、
合
併
後
の
新
市

の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
と
な
る
も
の
で
、

大
館
市
、
比
内
町
及
び
田
代
町
を
ひ
と
つ

の
市
域
と
し
て
、
住
み
や
す
い
ま
ち
づ
く

り
、
そ
し
て
新
市
全
体
の
発
展
を
計
画
す

る
も
の
で
す
。

今
回
、
新
市
建
設
計
画
の
素
案
が
合
併

協
議
会
へ
提
案
さ
れ
、
事
務
局
か
ら
説
明

が
あ
り
ま
し
た
。

各
委
員
か
ら
は
、「
町
に
持
ち
帰
っ
て

検
討
し
た
い
。」、「
財
政
計
画
に
つ
い
て

も
っ
と
詳
し
い
デ
ー
タ
が
欲
し
い
。」
等

の
意
見
、
要
望
が
出
さ
れ
、
次
回
へ
の
継

続
協
議
と
な
り
ま
し
た
。

新市建設計画（素案）の概要

第１章 序論
第１節 計画策定の基本的な考え方
第２節 時代背景
第３節 本地域の概要
第４節 人口推計
第５節 ３市町における合併の意義
第６節 合併に伴う懸念への対応

第２章 新市の将来像
第１節 新しいまちづくりの基本理念
第２節 新市の将来像
第３節 まちづくりの目標
第４節 土地利用方針及び地域別ビジョン
第５節 まちづくり重点プロジェクト

第３章 新市建設計画
第１節 計画構成
第２節 施策体系
第３節 分野別推進施策及び主要事業
第４節 新市における秋田県事業の推進
第５節 公共的施設の適正配置
第６節 財政計画

協
議
案

第
２４
号

第
７
回
合
併
協
議
会

報
告
・
協
議
案
件

国
民
健
康
保
険
事
業
の
取
扱
い

に
つ
い
て

（
確
認
）

平
成
１６
年
８
月
２
日

協
議
案

第
２５
号

新市建設計画・提出案件

男
女
共
同
参
画
事
業
の
取
扱
い

に
つ
い
て

（
確
認
）

協
議
案

第
１２
号

協
議
案

第
２６
号

議
会
の
議
員
の
定
数
及
び
任
期

の
取
扱
い
に
つ
い
て

国
際
交
流
事
業
等
の
取
扱
い
に

つ
い
て

（
確
認
）

（
確
認
）

協
議
案

第
１８
号

協
議
案

第
２７
号

新
市
建
設
計
画
（
素
案
）
に
つ

い
て

広
報
広
聴
関
係
事
業
の
取
扱
い

に
つ
い
て

（
継
続
協
議
）

（
確
認
）

協
議
案

第
１９
号

協
議
案

第
２８
号

地
方
税
の
取
扱
い
に
つ
い
て

納
税
関
係
事
業
の
取
扱
い
に
つ

い
て

（
確
認
）

（
確
認
）

協
議
案

第
２０
号

協
議
案

第
２９
号

使
用
料
、
手
数
料
等
の
取
扱
い

に
つ
い
て

生
活
保
護
事
業
の
取
扱
い
に
つ

い
て

（
継
続
協
議
）

（
確
認
）

協
議
案

第
２１
号

補
助
金
、
交
付
金
等
の
取
扱
い

に
つ
い
て
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（
継
続
協
議
）

協
議
案

第
２２
号

町
名
、
字
名
の
取
扱
い
に
つ
い

て

（
継
続
協
議
）

協
議
案

第
２３
号

慣
行
の
取
扱
い
に
つ
い
て（

確
認
）

�



調 整 状 況

確認（４／９第２回協議会）

確認（４／９第２回協議会）

※第８回協議会で再協議の予定

確認（４／９第２回協議会）

確認（４／９第２回協議会）

確認（５／１７第４回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（４／２８第３回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

継続協議

継続協議

継続協議

確認（８／２第７回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（４／２８第３回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

確認（８／２第７回協議会）

提案

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

設 定 項 目

合併の方式

合併の期日

新市の名称

新市の事務所の位置

財産の取扱い

事務組織及び機構の取扱い

本庁組織、出先機関、

附属機関、地域審議会

農業委員会の委員の定数

及び任期の取扱い

地方税の取扱い

一般職の職員の身分の取扱い

特別職の身分の取扱い

条例、規則等の取扱い

議会の議員の定数及び

任期の取扱い

一部事務組合等の取扱い

一部事務組合、協議会、

公社、第三セクター

使用料、手数料等の取扱い

公共的団体等の取扱い

補助金、交付金等の取扱い

町名、字名の取扱い

慣行の取扱い

市章、花、木、歌、

憲章・宣言、行事

国民健康保険事業の取扱い

介護保険事業の取扱い

消防団の取扱い

行政区の取扱い

各種事業の取扱い

男女共同参画事業

国際交流事業等

電算システム事業

広報広聴関係事業

納税関係事業

消防防災関係事業

交通関係事業

窓口業務

保健衛生事業

病院、診療所

休日、夜間、救急診療

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

No

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

分類

Ａ群

Ｂ群

Ｃ群

Ｄ群

Ｅ群

Ｆ群

Ｇ群

調 整 状 況

確認（８／２第７回協議会）

継続協議

提案

○

○

設 定 項 目

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

保育事業

生活保護事業

その他福祉事業

健康づくり事業

ごみ収集運搬業務

環境対策事業

農林水産関係事業

商工・観光関係事業

建設関係事業

上水道、下水道事業

小、中学校の通学区

学校教育事業

文化振興事業

コミュニティ施策

社会教育（生涯学習）事業

社会福祉協議会

その他の事業

新市建設計画（素案）

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

No

２３

２３

２３

２４

分類

Ｈ群

Ｉ群

Ｊ群

�

合併協定項目の調整状況
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平成１６年８月２日現在

合併協定項目の調整は次の順番で進められ
ていきます。

合併協議会へ案件を提案

合併協議会で協議・調整

合併協議会で確認

分科会で協議・調整

専門部会で協議・調整

幹事会で協議・調整

合併協定項目

）

）

）

（

（

（








